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要 約

本稿は，地域経済の差異に基づく地域類型を設定し，各類型において成立する可能性の

高い権力構造のパターンについて考察するとともに，そのうちの2類型に関して検証を試

みるものである。

我が国の地域政治研究は，個別性が強く，比較の視点を欠く。これは，比較を可能にす

る前提条件である地域の類型化がなされていないことによる。そこで，本稿では，地域経

済の差異に基づく地域の類型化を行なう o そのため，まず地域経済の差異を生みだした高

度成長以降における日本経済の地域的編成の特徴について考察する。次に，この特徴に照

らして，巨大都市，地方中核都市，城下町型工業都市，進出型工業都市，地域産業都市，

住宅都市，農村・小商業都市の 7類型を設定するO このうち，巨大都市は，地方中核都市

と類似性を示す。そこで，巨大都市を除いた6類型において，経済構造及び社会構造，そ

してこの両者を基礎にして存立してくる権力構造について論述していく。さらに，地域産

業都市の事例としてS市を，農村・小商業都市の事例としてY町を取り上げ，その検証を

試みたい。

1. 権力構造の比較分析の必要性

現在，地域政治研究は興盛を誇っているかにみ

える。社会学の分野では，地域調査の一環として，

必ずといっていいほど地域政治の分析が行なわれ

ている(蓮見，1983;田野崎，1985;都丸他，1987)0 

政治学・行政学の分野では，政治過程に焦点をあ

てた研究(三宅他， 1981;大森他， 1985;加藤，

1985)や，政治過程の重要なアクターである地方

議員の研究(黒田， 1984;村松他， 1986)がすす
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められつつある。しかしながら，これらの研究に

は2つの問題がはらまれていると思われる。第I

は，政治的有力者聞の定常的な権力分布や権力関

係，すなわち権力構造の分析が十分になされてい

ないことである。第2は，特に社会学分野の研究

に顕著であるが，地域聞の比較の視点が欠落して

いることである。以下，この 2点について若干敷

延して述べることにしよう。

まず，第1の問題点について。おそらく，これ

は，両分野の研究の背後仮説に由来する。政治学・
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行政学の地域政治研究の背後仮説は，多元主義で

ある。周知のように，この立場は，固定的な権力

構造を認めず，イシューや政策領域ごとの権力の

多元性を強調する。したがって，当然権力構造で

はなく，政治過程が主たる分析対象となる九そし

て，政治過程の帰趨を左右するものとして，そこ

に参与する法的権限をもっ地方議員に焦点があて

られ，その属性や意見が問題とされるのである。

しかし，イシューごとに権力を行使する主体が異

なるという事実は，権力構造の不在を示すもので

はない(片桐， 1982: 115)。たとえば，多元主義

の首唱者Dahl(1961 : ch. 15)の析出したリーダー

シップの 5類型自体，権力構造の型とみることが

できるからである。また，地方議員に着目するこ

とは意味があるにせよ，議員聞の権力格差，その

地域ごとの差異を等閑視する背後には，議員にお

ける一人一票の形式的平等性を信じるオプティミ

スティックな多元主義的民主主義観が存在すると

考えざるをえない。だが，これ自体検証すべき仮

説にすぎず，後述する S市， Y町の調査結果によ

れば，議員間の権力格差は大きししかも権力分

布の態様には地域によってきわだった違いがみら

れるのである2)。このように，誰が権力をもつのか

という権力構造の問題は，決して軽視すべきでは

ない。

また，社会学分野の地域政治研究の背後仮説は

主としてマルクス主義である。この立場によれば，

地方自治体は国家独占資本の支配機構の 1つとし

て位置づけられ，地域の権力構造は中央のそれに

従属しているとされる。そのため，権力構造の十

分な描出は試みられない。そして，支配の手段と

される行財政の分析に関心が集中される。確かに，

地方財政の中央依存度は高い。だからといって，

地域の権力構造は完全に中央に従属しているわけ

ではない。後で示すS市， Y町の調査結果にみら

れるように，その従属の程度は地域によって異な

るのである。このことからも，権力構造の精撤な

分析が必要だといえよう。

次に，第2の問題点について。社会学における

地域政治調査の多くは，個別性が強く，一般化へ

の指向性は薄い。これは，地域聞の共通性と差異

性を摘出するために用いる比較の枠組が欠知して

いることによる。言い換えれば，これは，比較を

可能にする地域類型が設定されていないことに起

因する。一般に，全国的な社会変動は，地域ごと

に不均等に作用し，地域聞に様々な社会的差異を

生み出す。それゆえ，重要な社会構造要素の差異

に着目して，大まかにせよ諸地域を類型化しうる

はずである。そして，地域の権力構造はその社会

構造に規定される以上，地域類型ごとに存立しう

る権力構造は異なると考えられる。よって，地域

の類型を設定し，類型聞の権力構造の比較分析を

行なうことは，これからの地域政治研究にとって，

重要な課題なのである。

では，地域類型をどのように設定するのか。地

域の権力構造を基礎づける社会構造は 2つの構

造部分に分けられる(図1参照)3)。第1は，地域

の産業構成と，経済活動の主体である企業の態様

及びその連関とからなる経済構造である。第2は，

この経済構造を反映しつつ成立する地域の階層構

成と、地域における社会関係，社会集団の態様及

びその連関を意味する狭義の社会構造である o こ

のうち，地域の基底をなすのは，経済構造である。

狭義の社会構造はこれに規定される面が大きい。

しかし，地域はその内部に異なる諸地区を包摂し

ているので，より複雑な様相を示す。とはいえ，

地域の基底をなすのが経済構造である以上，その

差異に基づいて地域の類型設定はなされる必要が

狭義の社会構造[階層構成，社会集団]

経済構造[産業構成，企業ネットワーク]

広義の社会構造

図l 経済構造，社告構造，権力構造の関係
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ある。そして，こうした地域経済の類型的差異は，

高度経済成長期以降における日本経済の全国的変

動が地域に対して不均等に作用することによっ

て，現出してきたと考えられるのである。

以上の考察に基づき，本稿では，まず高度経済

成長期以降における日本経済の地域的編成の変容

について論述する。次に，その変容の特徴的差異に

したがって，地域経済の類型を設定する。そして，

類型ごとに，経済構造及び社会構造，この両者に

規定されて存立してくる権力構造について，既存

の地域調査の知見を参照しつつ，考察を試みる。

最後に，そのうちの 2類型について，筆者らの実

施した 2つの調査事例(河村他， 1986;高橋他，

1987)によって実証する。これが，本稿の課題で

ある。

2. 地域経済類型の設定

2-1 日本経済の展開と地域経済の変容

1960年代の驚異的な高度成長，そしてニクソン

ショック，オイルショックを契機とした安定成長

への移行と，日本経済はめまぐるしい変化をみせ

てきた。こうした日本経済の展開は，産業構造，

そしてその地域的編成の大幅な変容をもたらし

た。ここでは，経済政策の問題をからめつつ，地

域経済類型の設定に必要な限りにおいて，その特

徴を素描することにしたいへ

(1) 拠点開発方式による素材型工業の展開

高度経済成長の初期段階で主導的役割を果たし

たのは，基礎素材供給型の重化学工業であった。

一般に素材型工業の場合，工業用地の他に港湾設

備等の産業基盤の整備が必要とされる。そこで，

狭陸化しつつあった三大工業地帯の外に新たな工

業基地を設けるため， 1962年に策定されたのが全

国総合開発計画であった。この計画に定式化され

たいわゆる拠点開発方式によって，一定地域に集

中的な公共投資がなされた。その結果，産業基盤

の整備が進み，素材型の重化学工業が各地に立地

することになった。しかし，それは，三大都市圏

に近接し，臨海部に位置する京葉，瀬戸内地域等

に限られていた。これらの地域においても，素材

型工業は下請・関連企業を引き連れて進出したた

め，在来企業に対する需要はわずかにすぎなかっ

た。それゆえ，労働者流入による消費需要の拡大

が第3次産業に及ぼした波及効果を除けば，素材

型工業が地域経済の発展条件となる地元資本の蓄

績に果たした役割は小さかったのである。

(2) 組立型工業の地方分散

素材型工業の地方進出は，高度経済成長を押し

進めただけでなく，立地した地域の生産性を高め，

所得水準を一定程度上昇させた。しかし，その反

面，工場の集中立地は，公害・環境問題を生み出

した。また一方で，工場の立地した地方と，取り

残された地方との所得格差は拡大した。そこで，

1969年の新全総， 77年の三全総では，素材型工業

のより遠隔地への立地がめざされるとともに，公

害が少なく労働集約的な組立型工業の全国分散が

構想された。組立型工業は，素材型工業とは異な

り，生産工程の分割が容易である。それゆえ， 71

年の農村地域工業導入促進法， 72年の工業再配置

促進法等による助成もあって，最終組立工程等は

既存の地域に残した形で，部品加工等の工程部分

が全国的に分散化された。だが，部品組立部分だ

けの進出ゆえに，素材型工業同様地元企業との関

係は薄い。また，雇用需要もパート等の低賃金労

働が主軸で，雇用増加にともなう消費拡大による

第3次産業への波及効果もあまり大きくない。し

たがって，進出した地域では，所得水準は上昇し

たものの，地域経済を活性化させる新たな産業活

動が生み出されたわけではなかったのである。

(3) 管理機能の集中

このような生産部門の地方分散は，一方で、は管

理部門の集中化をともなっていた。その第1は，

中枢管理部門の巨大都市，とりわけ東京への集中

である。行政機能，経済機能だけでなく，マスコ

ミ，教育といった文化機能の集積は，経済の国際

化もあいまって，情報集積による外部経済の利益

を飛躍的に高めていく。それは，管理部門の集中

を一層加速するとともに，様々な関連サービス機

能の集積をも促進した。

第2は，県庁所在地やそれに準ずる都市におけ

る中間管理部門の集中である o 生産部門の地方分
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散，消費市場の全国化によって，地方と中央を媒

介する結節的位置を占める都市に，行政機能とと

もに，全国的企業の支庖等の中間管理部門が集積

したのであった。このことは，巨大都市一地方中

核都市一周辺地域という地域経済の系列化，序列

化の進行をも意味していた。

(4) 後背地域のベットタウン化

巨大都市や地方中核都市への管理部門の集中

は，関連部門を含めた雇用需要の増加をもたらす。

その結果，後背地域をベットタウンに変えていっ

た。特に巨大都市では，周辺部農民層の雇用労働

者化だけでなく，都心部の地価高騰による人口の

押出し，また地方からの人口流入もあって，周辺

市町村を通勤労働者の集住地域へと変貌させたの

であった。

2-2 地域経済の7類型

高度経済成長以前に，個々の地域は，既にそれ

ぞれ独自の経済構造を形成していた。そこに，経

済成長にともなう地域的編成の全国的変動が不均

等に作用した。これによって成立した新たな地域

の経済構造は，いささか大雑把ではあるが，次の

7類型に分けることができょう(図2参照)5)。

大都市

県庁都市

城下町型

工業都市

小工業都市

農村・

小商業都市

(3) 

(3) 

(1) 素材型工業の進出

(2) 組立型工業の立地

(3) 管理機能の集中

(4) ベッドタウン化

図2 7地域類型の成立系譜

巨大都市

地方中核都市

城下町型

工業都市

第1は，既存の機能的集積の上に，さらに種々

の機能の集積が進んだ巨大都市である。

第2は，県庁都市ないしそれに準ずる都市に，

行政機能に加えて，巨大都市と周辺地域を媒介す

る中間管理機能が集積することによって成立した

地方中核都市である。

第3は，高度経済成長以前から工場ないし工場

群が立地し，その中心企業が地域経済だけでなく，

地域政治をも自己の発展のために従属せしめた城

下町型工業都市である。

第4は，小工業都市，小商業都市ないし農村に，

拠点開発方式に基づく産業基盤整備によって，素

材型工業を中心とした企業群が誘致されて成立し

た進出型工業都市である。

第5は，地元資本による独自の中小工業群が，

高度経済成長の過程においても国内，国外の市場

を確保して，成長・存続してきた地域産業都市で

ある。

第6は，巨大都市や地方中核都市の周辺に位置

する小工業都市，小商業都市，農村が，中心都市

の発展にともないそのベットタウンと化した住宅

都市である。

第7は，こうした変化に取り残されるか，ある

いはわずかに組立型工業の進出をみた農村，小商

業都市である。

もちろん，これらの類型は，地域における経済

構造社会構造権力構造の連関の差異を浮き彫

りにするために理念型的に構成されたものであっ

て，実際の諸地域は複合的であることはいうまで

もない。

3. 経済構造，社会構造，権力構造

本章では，地域経済の類型ごとに，その経済構

造，それを反映した狭義の社会構造，そしてこの

両者のもとに成立する権力構造について説明をく

わえていく。ただし，近年中枢管理機能の東京一

点集中によって，大阪，名古屋といった巨大都市

の地盤沈下が進み，むしろ地方中核都市に類似し

てきたと考えられるので(安東，1986 : 155-159)， 

ここでは巨大都市を除いた 6類型について論述す
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ることにしたい。なお，以下の記述は，類型ごと

にもっとも蓋然性が高いと考えられるものであっ

て，現実の諸地域においては，他の要因も働いて

当然様々な偏傍が存在している(表1参照)。

3 -1 地方中核都市6)

(1) 経済構造

この類型の都市の産業構成は，中間管理部門と

関連するサービス部門の集積，それにともない増

大した雇用人口や後背地域の消費需要を吸引する

商業部門の集積によって，圧倒的に第三次産業に

{扇ったものになっている。そして，いずれの部門

においても，大手企業の進出が目立つ。いわゆる

支庖経済の成立である。支庖間では，原理的に資

本提携はありえず，取引的にもサービス部門から

中間管理部門への一方向的関係だけで，企業ネッ

トワークは成立しにくい。これに対し，この種の

都市では，比較的大きな地元企業も存在しており，

その間では資本提携も行なわれ，緊密なネット

ワークが成り立っている部分もある。しかし，企

業ネットワークの存在するのは一部にとどまり，

都市経済の規模が大きいこともあって，全体を左

右しうるほどではない。また，外来企業は支庖レ

ベルであるため取引面を除いて，地元企業との交

流は少ない。

(2) 社会構造

都市の発展にともなう労働者人口の大量流入に

よって，階層構成の大半を占めるのは労働者層で

ある。しかし，流入層と土着層，外来企業雇用者

と地元企業雇用者の差異がからみあって，その内

部は一様ではない。

大手企業の進出によって小売業等の一部が打撃

を受けることはあっても，都市経済の成長によっ

て，地元の経営者，業主層は経済的基盤を確保し，

階層構成の一定部分を占めている。だが，彼らの

利害を集約する同業者組合，商工会議所等の経済

団体には，外部企業の参加が顕著で、ある。そのた

め，主要役職は地元企業側が押さえているにせよ，

その内部の異質性が増大していることもあって，

一枚岩的な結束は維持しえない。

共同体的な地域構造は，人口の大幅な流入に

よって，一部の旧商庖街地区等を除いて崩壊して

いる。また，旧住民と新住民の混住化によって，

地区の利害を集約する機能を果たしてきた町内会

は形骸化し，行政の下請機関と化している。

(3) 権力構造

都市規模の拡大は，政治・行政の内容を豊富か

っ複雑にする。そのため，政治的専門家が一般市

民から分化し，政治領域の自立化が進む九すなわ

ち，権力構造の中枢部分は，政治・行政の専門家

によって占められることになる。彼らの権力は，

現在の政治的地位に由来する部分が大きい。だが，

選挙の洗礼を受けなければならないため，その地

位は不安定で、ある。さらに，人口増加にともなし、

当選に必要な票数は増大し，町内会等の伝統的地

域集団が集票組織として十分機能しなくなったが

ゆえに，不安定性は一層強まる。そこで，同業者

組合等の機能集団にまで支持基盤が拡大され，場

合によっては後援会の組織化がなされることもあ

る(村松他， 1986: 58-66)。とはいえ，市会議員

レベルでは，こうした権力基盤は，経済・社会構

造の一小部分にすぎず，個人としての権力は限定

されざるをえない。

同様に，市長は，集票すべき票数が膨大で，し

かも経済・社会構造の分節化が進んでいるため，

安定的な権力基盤をもつことは稀である。しかし，

都市の財政規模が大きいこともあって，その地位

に由来する市長の権力は，他の政治的有力者に比

して相対的に大きくならざるをえない。けれども，

それは強圧的な権力ではなく，国や県と良好な関

係を維持しつつ，都市内部の諸集団や有力者問の

利害対立を調整し，粉争を回避しうる政策を決

定・実行していく類のものであるへしたがって，

たとえ革新系といえども，市長は，こうした行政

手腕をもっ行政官僚出身者であることが多い。そ

して，各勢力聞の均衡を維持しえなくなったとき，

その地位を失うことになる。

なお，進出してきた大手企業も，都市経済の規

模からして一部分を占めるにすぎず，直接的な利

害は少ないので，市政に関与することはない。
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3-2 城下町型工業都市9)

(1) 経済構造

地元で成立した企業が成長をとげ，大企業とな

り，関連企業を周辺に配置することによって成立

したので，この類型の都市は第二次産業に偏った

産業構成をとる。そして，中心企業を頂点とした

下請，孫請の整然としたツリー状の企業ネット

ワークが形成され，その枢要部分では中心企業と

の資本提携関係がみられる。また，従来は関係の

薄かった産業分野の地元企業も，中心企業の発展

にともなって，系列下に組み込まれることもある。

小売，サービス業等の第三次産業は，中心企業グ

ループと直接的な関係はない。しかし，企業クゃルー

プの発展にともなう雇用人口の増加によって，そ

の従業員の購買需要への依存度は高い。

(2) 社会構造

中心企業グループが経済構造の中枢に位置して

いるため，都市人口の多くはその関係者である。

階層構成的には，労働者層が圧倒的多数だが，そ

の大半は中心企業グループの労働者である。彼ら

に対しては，中心企業の生産に合わせた地域行事

スケジュール等，地域生活の面でも企業グループ

による包摂化が進んでいる。そのため，組合が労

使協調路線をとっていることもあって，企業帰属

意識が高く，階級意識は薄い。

経営者・業主層も，ほとんどが中心企業グルー

プの関係者である。彼らが，同業者組合，商工会

議所等の主要役職を専有するため，これらの経済

団体は，中心企業の代弁者的役割を果たすにすぎ

ない。

また，雇用人口の急激な流入は，伝統的な地域

構造を破壊し，町内会等の地域集団を変容させた。

しかし，企業グループの生産体制に規定された労

働者層は地域の世話役的な活動はしにくい。そこ

で，地域集団の役職は，土着の業主等の旧中間層

が担うことが多い。

(3) 権力構造

経済構造における中心企業の支配を反映して，

権力構造の中核部分も，中心企業グループ関係者

ないしはその意向を受けた人々によって構成さ

れている。企業グループの管理職，組合幹部が，

市会議員に多数進出し，県会議員の一角を占め，

時には国会議員に選ばれることもある。当然必要

とあらば，市長にも中心企業関係者を送り込むし，

そうでない場合でも，行政内部の協力的な官僚を

市長にすえることになる。もちろん，市会議員に

は，伝統的な地域集団を基盤にする人々も存在す

る。だが，中心企業の意向に公然と反対すること

は，その地位を危くするので，企業関係者と共同

歩調をとることが多い。このように，この類型の

都市では，一部革新勢力を除いて，企業グループ

に敵対的な政治的有力者は存在せず，中心企業を

頂点とした一元的な権力構造が維持されているの

である。

3-3 進出型工業都市10)

(1) 経済構造

この型の都市は，進出した基礎素材型重化学工

業と関連部門を中核とした第二次産業優位の産業

構成をとる。素材型工業は，大部分の下請企業を

既存工場地域から引き連れて進出してくる。その

ため，地元企業に下請として回されるのは，運搬，

補修等一部分の仕事にすぎない。したがって，進

出企業ネットワークと存来企業ネットワークはほ

とんど交差することなし地域経済は分離した 2

つのネットワークから成り立つ。なお，第三次産

業は，進出企業群の消費需要によって，一定の成

長をみせている。

(2) 社会構造

素材型工業の集中立地は，労働者層の飛躍的増

加をもたらし，労働者層中心の階層構成を成立さ

せる。しかし，経済構造における企業ネットワー

クの二重性を反映して，労働者層は，主として進

出企業雇用者と地元企業雇用者とに分化してお

り，全体としての統合性は低い。

進出企業群の管理職は，経営者層の一部を構成

し，企業の代表者として商工会議所，同業者組合

等の経済団体に参加することになる。だが，彼ら

は，頻繁に交代するだけでなく，企業自体が地域

を単なる生産基地と位置づけていることもあっ

て，主要役職にはつかない。それゆえ，経済団体

の運営は，存来企業の経営者・業主層が主導権を
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握っている。

また，流入してきた進出企業群の労働者層は，

社宅ないし新興住宅地に集住することが多い。そ

のため，旧来の地域では，共同体的な地域構造，

地域集団が温存され，その役職には主として業主

層がついている。

(3) 権力構造

進出企業にとって，地域は生産基地にすぎない

以上，産業基盤に関わる問題を除いて，地域政治

に積極的に参与する意志はない。しかし，企業に

不利な政策の決定に対抗する必要上，一定の勢力

を保持するために，少数の企業関係者を市議会に

送り込んでいる。

これに対し，地元企業の経営者・業主層は，地

域集団と緊密な企業ネットワークを権力基盤とし

て，権力構造の中心部分を形成している 11)。した

がって，この類型の都市における権力構造は，次

の地域産業都市と類似性を示す。ただし，進出企

業群は地域経済において無視しえない存在である

こと，その従業員の消費需要に地域商業がかなり

依存していること，さらにその固定資産税等は都

市財政の大きな部分を占めていることのために，

進出企業の地域政治に対する黙示的影響力は大き

い(河村他， 1986: 59)。

3-4 地域産業都市川

(1) 経済構造

地場産業といわれる特定業種の中小企業が集中

立地しているこの型の都市は，第二次産業中心の

産業構成を示す。こうした産業の下請，関連企業

群は古くからの地元零細企業で，出荷のための産

地問屋も地元資本によって設立されている。これ

らの企業群は，昔からの地縁，血縁的関係もあっ

て，密接な関係をもっている。さらに，個々の資

本規模が相対的に小さいため，新たな企業の設立

において資本提携関係を結ぶ、ことも稀ではない。

このように，中小の企業群が取引，資本提携によ

る緊密なネットワークを形成しているのが，この

型の都市の特徴である(山崎， 1981)。なお，観光

都市と呼ばれる観光関連の産業を中核とした都市

も，極端に第三次産業に偏った産業構成を示す点

では異なるにしても，地元中小企業の緊密な企業

ネットワークが成立しているので，この類型の一

変種とみなしてさしっかえない。

(2) 社会構造

階層構成において過半を占めるのは労働者層で

ある。人口の流入は少なし彼らはほとんど地元

ないし周辺地域の出身者である。そのため，凝集

性は低いが，共同体的な社会関係の中で生活して

いるため，階級意識の成熟はあまりみられない。

他の類型の地域に比して，経営者・業主層が相

対的に多いのも，この型の都市の特徴である。彼

らは，経済的に密接な関係があるだけでなく，地

縁，血縁関係も強いので，その凝集性は高い。大

企業が存在しないこともあって，突出した有力者

は存在しない。また，経済団体の役職は，企業ネッ

トワークが最も緊密な地場産業関係者が占めるこ

とが多い。

人口流入がみられないこともあって，共同体的

な地域構造が残存し，伝統的地域集団が地域利害

を集約する役割を果している。

(3) 権力構造

相対的に都市規模が小さいこと，また高度経済

成長によって中小企業といえども若干の資本蓄積

がなされ，安定した経済基盤が作り上げられたこ

とのために，経営者・業主層の政治参加は活発化

している。伝統的集団は，政治参加の基盤として

不可欠だが，それだけに依存したのでは，その権

力はあまり大きくなりえない。そこで，経営者・

業主層が権力基盤として利用するのが，企業ネッ

トワークである。これによって，広範な企業群に

働きかけ，その関係者を動員することが可能にな

る。それゆえ，この類型の都市では，権力構造の

中核部分には，企業ネットワークの中心に位置す

る企業関係者，またそれを利用して政治的地位を

占めた人物が多く存在することになる。そして，

市長もこうした企業関係者であることが多い。な

お，政治に地域間，異業種聞の対立がからむと，

権力基盤が分断され，権力構造の流動化がおこり

やすい。
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3-5 住宅都市13)

(1) 経済構造

団地の建設等に基づく大量の人口流入によって

成立したこの型の都市は，急増人口の消費需要を

まかなう小売，サービス業等の第三次産業を基軸

とした産業構成を示す。企業の多くは零細規模で，

旧来の商庖街では，地縁，血縁関係もあって親密

な関係を有するものの，その他の新興企業は必ず

しも地元資本といえず，存来企業との関係は薄い。

また，大手流通資本も進出してくるが，やはり地

元企業とはほとんど関係をもたない。それゆえ，

この類型の都市では，独立性の高い新興中小企業

及び大手企業と，これに比して凝集性の高い存来

中小企業郡との分立といった布置連関を示してい

る。

(2) 社会構造

労働者の大量流入によって，圧倒的に労働者層

優位の階層構成となる。彼らの多くは，地域外出

身で，地域外で就業しており，日常的接触も少な

く，階層としての統合性は低い。地域への関心は

概して薄いが，日常生活に支障をきたすような問

題が生じた場合，住民運動を組織化することもあ

る。

経営者・業主層においては，地付層と新興の外

来層とでは異質性が高く，両者は分離している。

経済団体では，凝集性の高い前者が主要役職を占

めるが，後者の存在も無視しえなくなっている。

共同体的な地域構造は大幅な変容をとげ，特に

団地地区では，伝統的な地域集団はほとんど消滅

し，町内会のみが行政の下請機関として存続して

いる。

(3) 権力構造

この型の都市の権力構造は，初期的には，存来

の経営者・業主層が地域集団を基盤にして，権力

中枢に位置するパターンをとることが多い。人口

流入にともない，地域集団が変容し，存来企業群

の地域経済における部分性が強まることによっ

て，彼らの権力は減退せざるをえない。その結果，

政治領域の自立化した地方中核都市に類似した権

力構造をとりやすい。この傾向は，都市の規模が

大きくなるにつれ，顕著でトある。そして，人々の

無秩序的な流入にともなう生活問題の多発化も

あって，突出した権力をもつのは，行政手腕を有

する市長である。とはいえ，市長も，安定的な社

会，経済構造的権力基盤はもちえない。そこで，

労働者層が圧倒的多数を占めていることもあっ

て，革新市長が誕生しやすいのも，この型の都市

の特徴である。

3-6 農村・小商業都市14)

(1) 経済構造15)

この類型の地域では，減少しつつはあるものの

農業人口の割合が他の地域に比べて高いのが特徴

である。組立型工業が進出してきた地域もあるが，

多くは中・小規模で，第二次産業の比重はあまり

高くない。その中で目立つのが，建設業の増加で

ある。また，第三次産業の比率は年々高まってい

る。

このような産業構成が成立した背景には， 70年

代以降の行政投資の増加がある。これによって，

建設業関連の需要が増大するとともに，そこに雇

用された人々の消費の拡大が，小売・サービス業

の成長を促した。とはいえ，小売・サービス業の

ほとんどは零細規模の商屈であり，資本提携の余

力はなく，仕入れは大部分地域外に依存している

ので，地縁，血縁関係は強固であるものの，相互

の経済的関係は薄い。したがって，地方自治体と

その行政投資の主要な受皿である建設業を中核と

して，小売・サービス業を営む中小商庖が，両者

との取引や，両者の雇用増加による波及効果とし

ての消費需要に依存する行政依存型の経済構造，

それがこの型の地域の特徴である。

(2) 社会構造

この類型の地域では，労働者人口の比率は高

まっているが，減りつつあるとはいえ農業人口の

割合が大きい階層構成を示す。労働者層は，大半

が地元出身で，伝統的な地域環境の中で生活して

いるため，保守的意識をもちやすい。

地元企業は，零細商屈が多いため，業主層が経

済的中心をなす。突出した企業家が存在しないた

め，同業者組合等の経済団体の役職は，古くから

の商庖の名望家的人物が占めることになる。また，
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農業人口の多さを反映して，農協が経済団体とし

て重要性をもっ。

また，共同体的な地域構造が残存しているので，

地区の凝集性は高く，伝統的地域集団が地区の利

害を集約する機能を果たしている。

(3) 権力構造

この型の地域では，伝統的な地域構造がいまだ

に強固に存在しているため，地域代表として市町

村議員の地位を得た人物が，権力構造の一角を占

めることが多い。しかし，権力基盤には変化がみ

られ，地域経済の中軸が自治体及び、建設業になっ

たことを反映して，公務員出身者と建設業関係者

が増えつつある O 小売・サービス業関係者も議員

に進出しているが，企業が零細規模で，緊密な企

業ネットワークを形成しえていないため，地域代

表議員として以上の権力はもちえない。

こうした中で，権力構造の中枢を占めるのは，

行政幹部と国会，県会議員である。この類型の地

域では，他の地域に比して地域経済における行政

投資の影響が大きいため，いかに上位政府から予

算を引き出すかが重要な意味をもっ。それゆえ，

上位政府と密接な関係を有する地位にある彼ら

が，他の地域に比べて相対的に大きな権力を握る

ことになるのである。そして，地域の首長の座に

は，上位政府と交渉能力をもっ自治体内部の行政

経験者，ないしは県議経験者がつくことになる。

なお，合併市町村で，地区間の対立が根深く残っ

ている場合には，それが政治にもちこまれ，首長

の地位をめぐる争いが深刻化することが多い。

4. 事例の検討

4-1 S市16).一一地域産業都市の事例一一

(1) 経済構造

人口31，000あまりのS市は，年間90万人弱の宿

泊者を数える典型的な観光都市である。そのため，

事業所の 7割以上が卸小売・サービス業で，第三

次産業従事者もやはり 7割を越えている。こうし

た傾向は， 1961年にS市と I市を結ぶ私鉄が開通

し，国鉄(現JR線)と接続して，東京から直通
電車が運転されるようになって以降，顕著になっ

た。すなわち， 1960年と80年を比較してみると，

第二次産業従事者はほとんど変わらないのに対

し，第一次産業従事者は35.5%から9.4%に激減

し，逆に第三次産業従事者は47.9%から73.0%に

急増したのである。

このように観光に依存したS市経済の成長は，

新規企業の設立をもたらした。事実， 1963年から

81年にかけて， s市の事業所数は倍増している。
しかし，地元資本はいずれも中小規模で，その資

本力は小さい。そこで，企業設立のために資本提

携が盛んになった。同時に，卸売一小売，旅館へ

の納入といった取引関係も拡大した。その結果，

地元資本による緊密な企業ネットワークが成立し

た(河村他， 1986，第6章)。もちろん，東京の大

手私鉄の子会社である前述の私鉄系列の企業等外

部資本の進出も目立つ。だが，製造業ではないた

め，地元企業と取引関係はあっても，系列化には

至らない。それゆえ，その影響は，直接的という

より，観光客誘引という間接的効果が大きい。し

たがって，中小規模で，第三次産業関係の地元資

本企業が中核となった緊密なネットワークの存

在，これがS市の経済構造である。

(2) 社会構造

S市経済の成長にもかかわらず，地域人口は，

1965年の28，645人から1980年の31，007人へと，わ

ずか8.2%増加したにすぎず，むしろ1976年以降は

減少傾向をみせている。このように人口の流動性

が低いため，第一次産業人口が急減したにもかか

わらず，伝統的な社会関係，地域集団が残存して

いる。そして，合併前の 1町5村にあたる各地区

の凝集性は高く，地区間の対抗関係が存在してい

る。

S市の階層構成においては(表2参照)，業主層

の割合が比較的高い。これは，第三次産業の小規

模企業が多いことの反映である。その利害を集約

する各種経済団体の役職は，ほとんど地元企業の

経営者・業主層が占めている。たとえば，商工会

議所の会頭，副会頭は全て地元企業の経営者であ

り，外部資本の代表者は常議員 1名，議員5名に

すぎない。

労働者の過半数は，卸小売・サービス業に，し
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表2 S市 y町の階層構成

S 市 Y 町 全国

実数ω 比率似) 実数(人) 比率(%) 比率似)

労働人口 16，087 100 7，201 100 100 

就業人口 15，519 96.5 7，057 98.0 97.5 

農漁民層 1，253 7.8 2.086 29.0 9.8 

経営者層 815 5.1 300 4.2 6.3 

業主層 4，004 24.9 1，354 18.8 17.9 

労働者層 9，447 58.7 3，317 46.1 63.5 

注)r国勢調査報告J0980年度)より作成。なお，大橋他
(1985 :第3章)を参考にした。

かもその多くが， 20人未満の小企業に勤務してい

る。その点で，同質性は高いが，共同体的社会関

係のゆえに，とりわけ地方レベルの選挙では地区

の利害に基づいた投票行動をとりやすい。

(3) 権力構造

修正声価法に基づく声価スコアの値1ηが，最高

値の 5割以上だった 18)上位15名を示したのが，

表3である。 15名の中には， s市より上位レベル
の政治家6名が含まれている。これは， s市の政
治が，県及び中央レベルから独立しているわけで

はないことを示している。しかし 6名のうち，

5位の県議はS市選出である。また 3位の知事

は近隣の町出身で 4位の建設会社社長がその重

要な後立てであった 19)。それゆえ，この 2人がS市

の政治に密接な関係をもっていても，不思議はな

い。さらに，他の 4名は， 8， 10， 13， 15位で，

必ずしもスコアは高くない。したがって， s市の
政治は，上位の政治に完全に従属しているわけで

はない。

この6名以外の政治・行政関係者は，現市長と，

調査時点の数ヶ月前の選挙に敗れたばかりの前市

長の2名にすぎない。他は，企業経営者，経済団

体役職者等で，現市長，前市長も企業経営者であ

る。そして， 15名の中には，市議が 1人も含まれ

表3 S市 y町の政治的有力者

(声価スコア最高値の5割以上の者)

順位 S 市 Y 町

声価
職業，役職

声価
職業，役職

スコア スコア

1 11. 719 現市長 1.579 代議土

2 1.487 大手製薬会社役員 1.537 町長

3 1.398 知事 1.368 代議士

4 1.393 建設会社社長 1.128 知事

5 1.330 県議 1.088 町議，商工会長

6 1.317 商議所会頭 1.065 助役

7 1.145 漁協組合長 1.058 町議

8 1目082代議士 0.910 町議

9 1.066 信用組合長 0.879 元村長，元県議

10 1.006 代議士 0.860 教育長

11 0.977 前市長 0.805 県議

12 0.938 旅館社長 0.791 医院経営，元町議

13 0.926 県会議長

14 0.924 農協組合長

15 0.922 代議士

ていない。市議で最も上位に位置する者でも27位

で，その声価スコアは現市長の3割程度である。

要するに， s市では，経済的有力者が権力構造の
上位を占め，市議という政治的地位は大きな政治

的権力を保障しないのである。

さらに，企業経営者について，経営する企業の

企業ネットワークにおける中心度と声価スコアと

の偏相関係数を求めてみると，0.405とかなり高い

値を示す(河村他， 1986; 69-71)。つまり，企業

ネットワークにおいて中心に位置する企業の経営

者ほど，政治的権力を有するのである。

S市では，このように，地元企業の緊密なネッ

トワークが成立しており，その中枢に位置する企

業の経営者ほど大きな政治的権力を握るチャンス

をもっ。言い換えれば，これは，企業の経済的権

力がその代表者の政治的権力に転化する形で，経

済領域が政治領域を規定していることを意味す

る。さらにいえば，小規模ながら地元資本が外部

資本から独立して存在し，独自の地域経済を形成
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しているがゆえに， s市の政治は上からの機構的
支配に完全には従属しておらず，その地域経済構

造を基盤とした自律的な権力構造を形成している

のである。それは，現市長と前市長との選挙選に

みられたように，地区間の対立をはらみながら，

S市の政治を活性化させているといえよう。

4-2 Y町201.一一農村・小商業都市の事例一一

(1) 経済構造

東京から90kmあまり， Y町は農村的色彩の濃い

人口15，000弱の町である。 1980年でも，農業従事

者が就業人口のほぼ3割を占めているが， 1960年

には6割強だったので，その衰退は明らかである。

これに代わって，第二次産業従事者は10%から

19%に，第三次産業従事者は27%から44%に，そ

れぞれ増加した。 Y町内の事業所は， 1963年から

81年にかけて，約1.5倍に増えた。特に顕著な伸び

を示したのが，建設業 (52→130)と不動産業(1

→16)である。特に建設業は， 1981年において，

全事業所の16%，事業所従業員数でも16%を占め

ている。この他，事業所数が多いのは，卸小売業

(45%) とサービス業 (22%)だが，大半が零細

規模である。比較的大きい事業所は，外部資本に

よるコンクリート二次製品製造業と化学工業の 2

工場にすぎない。

Y町の第三次産業関連の地元企業は，大半が零

細規模で，千葉市や近隣都市にある大型庖の影響

を受け，経営が悪化しているところが多い(千葉

県商工会連合会， 1984; 234)。そのためか，企業

聞の資本提携はまったくみられない。これには，

金比羅宮の門前町として戦前に興盛を誇った伝統

的商屈街とY駅を中心として戦後に発達した新興

商庖街の微妙な対立，商業協同組合をめぐる不祥

事も影響している。また，商品の仕入れも外部に

依存しており，地元企業聞の取引も少ない。それ

ゆえ， Y町の企業間には，緊密なネットワークは
成立していない21)。

これに対し， Y町の企業は行政への依存度が高
い。この傾向は，建設業はもちろんだが，卸小売

業，サービス業等でも顕著である 2へ
農業人口が比較的多く，第二次・第三次産業は，

地元資本の零細企業がほとんどで，その聞には緊

密なネットワークは存在しない。そして，建設業

を中心に，行政への依存傾向が強い。これがY町

の経済構造である。

(2) 社会構造

Y町は，1955年に I町2村が合併して成立した。

合併前の3町村は必ずしも交流が深かったとはい

えず，現在でも 3地区間には潜在的な対立がある

(高橋他， 1987; 49)0 3地区のうち，山間地区，

海沿い地区は，人口の増減はわずかで，農業中心

の生活を営んで、おり，共同体的な地域構造が比較

的よく残っている。これに対し，人口の6割強が

集中する町場地区は，人口の増加が顕著で， 1984 

年には1970年の1.27倍になった。その結果，伝統

的な商底街地区を除いて，共同体的な統合はくず

れ，地区としての凝集性は低い。

Y町の階層構成の特徴は，東京から100km圏に入

るにもかかわらず，農民層が非常に多いことであ

る(表2参照)。逆に，経営者層，労働者層は相対

的に少ない。労働者層の 3割ほどはY町外で就業

しており，混住化も進んだ結果，階層としての統

合はみられない。また，経営者，業主層において

も，前述した理由により企業間の関係が稀薄なた

め，階層的な統合性は低い。つまり， Y町におい

ては，階層的な統合よりも，地域的な統合の方が

優越しているのである。

(3) 権力構造

Y町において，声価スコアの値が最高値の 5割

以上である上位12名を示したのが，表3である。

中央，県レベルの政治家は 4名で，比率的にはS

市よりやや少ない。しかし，そのうちの3名が，

1， 3.， 4位と高位に位置している。それゆえ，

Y町の方がS市より上位レベルの政治に従属して

いると考えられる。

また，他の 8名中 6名までが，現役の政治・行

政関係者である。残りの 1名は，山間地区の村長

や県議をつとめた名望家で，もう 1名は，元町議

であるo つまり，上位有力者12名は，いず、れも政

治・行政関係者といってよい。そして，そのうち

3名が町議で，企業関係者は，この3町議と元県

議にすぎず， s市と対照的である。
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一般的に， Y町の町議は，地区の共同体的な結
合が強いため，地区代表の性格が強い。職業的に

は，階層構成を反映して， 18名中10名が農業であ

る。だが，その10名のうち 3名は，町役場で行政

経験を積んだ人物である。農業以外の 8名は，い

ずれも会社役員で，革新系の町議はまったくいな

しミ。

さらに，町議の構成で重要なことは 8位の町

議を筆頭に，建設会社の役員に名を連ねている議

員が，確認しうるだけでも 3名含まれていること

である。また 9位の元県議は建設会社の経営者

である。そして，現町長は，町役場の元産業振興

課長で，町長をつとめた建築業者(故人)の後立

てで当選したといわれている(高橋他，1987; 78)。

このように， Y町の政治において，建設業の果た
す役割は大きい。

Y町は農業人口が多く，地元企業は零細規模で，

雇用吸収力も小さい。いきおい，地域経済は公共

投資への依存度を高めていく。その結果，国との

媒介的役割を果たし，公共投資の額を左右しうる

代議士や県知事といった上位レベルの政治家が，

Y町において多大な権力をもっ。同時に，彼らと

の関係を利用して予算を引き出し，町内に満遍な

く配分する行政手腕を有する人物が町長の座を占

める。そして，その背後には，公共投資に密接な

利害をもっ地元建設会社群が存在する。さらに，

建設会社は，自らの関係者を町議会に送り込み，

Y町の権力構造において一定の地歩を確保してい

る。これに対し，第三次産業関係の企業は，内部

の対立もあって，緊密な関係をもちえず，相対的

にその代表者の権力は小さい。これには，地区ご

との凝集性の差異も反映している。町長を出して

いる海沿い地区，助役を出している山間地区に比

して，商業関係者の地盤となる町場地区は統合性

に欠けるのである。

Y町では，権力構造の上位を政治・行政関係者

が独占しているところから，一見政治と経済が分

離しているかにみえる。しかし，事態は逆である。

S市とは反対に，公共投資を媒介にして地域経済

が政治に従属する形で，一体化がなされているの

である。行政経験者が，行政とのパイプをもつが

ゆえに，地区代表として町議の地位を占めるのも，

その反映だといえなくもない。いず、れにせよ，国

家が，地方政府を通じて配分される行政投資に

よって地域経済を支配し，そのことによって地域

政治をも従属させていく，いわゆる中央支配の典

型例，それがY町の「抑圧的権力構造J(高橋他，
1987 ; 49)の実態である。

5. 結びにかえて

以上， 6地域類型における経済構造，社会構造，

権力構造について理念型的に論述し，そのうちの

2類型について検証を行なってきた。もちろん，

本稿で提示したのは，各類型において成立する蓋

然性が高いと考えられる構造パターンであって，

個々の地域の独自性を否定するわけではなし》。現

実の諸地域は，経済構造の面で複合的であるばか

りではない。経済構造によって拘束される部分が

大きいにせよ，経済構造 社会構造一権力構造の

関係は，決して一義的なものではないのでトある。

とはいえ，各構造聞の連関についての類型ごとの

定式化は，個々の地域の分析において索出的機能

を果たす。すなわち，こうした定式との対比によっ

て，個々の地域における独自な構造部分を明らか

にしうるとともに，その地域における各構造聞の

連闘を摘出しうるからである。

また， Iライブリー・ポリティックスJ(篠原，
1985) といった生活者の視点にたった新たな政治

の様式を模索する上においても，こうした類型論

的考察は有益である。なぜなら，住民の生活要求

を集約するのに適合的な権力構造を創出するため

の条件は，地域類型ごとに異なると考えられるか

らである。その場合，重要なのは，経済構造と権

力構造の媒介をなす狭義の社会構造である。住民

の生活要求を政治的有力者に集約する回路になる

と同時に，その支持基盤となるような，新たな社

会関係と社会集団を編成しうるかどうかが，その

鍵を握るのである。

さらに，本稿では触れえなかったが，権力構造

の態様が，その制約の下で形成される地域政策を

媒介にして，広義の社会構造，とりわけ経済構造
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を変容させていく側面をも見逃してはならない。

たとえば， s市の自律的権力構造の方が， Y町の
他律的な権力構造に比して，より自由な政策選択

が可能であり(高橋他， 1987)，自律的権力構造に

適合的な自律的経済構造の維持・発展をはかりう

る可能性が高いのである。

だが，生活者による自律的な政治の実現という

展望に水をさす事態が進行しつつある。それは，

円高にともなう産業の空洞化，産業構造の大転換

である。多くの地方都市，特に城下町型工業都市，

進出型工業都市，地域産業都市では，地域経済に

深刻な影響が生じている。ここに，内需拡大のた

めの大幅な公共投資が投入されるとき，地域経済

は，農村，小商業都市でみられた行政依存型へと

変容していく。その結果，地域の権力構造は，中

央への従属を強め， I地方政治の空洞化J(猪口他，
1986 ; 16-17) と呼びうる事態が進行する危険性

が高い。とはいえ，これも 1つの可能性にすぎな

い。円高による地域経済の変容が，し功〉なる地域

権力構造を生み出すか，今後の重要な分析課題で

あろう。

}王

1)アメリカでも， 10年の間隔をおいて Annual 

Review of Sociologyに掲載された，地域政治に

関する T.N. Clark の論文タイトルが， Com-

munity Power (1975)から， Urban Policy 

Annalysis (1985)に変化したことに象徴されるよ

うに，地域政治研究の重心は，権力構造から政治

過程に移行している。

2)地方自治研究資料センター (1982:第5章)の調

査でも，市長や住民と比較した市議の棺対的権力

は，地域によってかなり異なっている。

3)経済構造と狭義の社会構造の概念，両者の弁別に

ついては，鈴木 (1970)における経済過程と媒介

過程の概念に示唆を受けた。なお，平岡 (1986: 

61-62)の議論も参照。

4)以下の記述は，主として野原他(1975)，野原

(1977) ，蓮見(1981)，大内他(1982)，安東(1986)

に依拠している。

5) この類型化の構想は，倉沢(1968:第4章)によ

るところが大きい。また，城下町型工業都市と進

出型工業都市の区分は，都丸他(1987: 18-22) 

に示唆を受けた。

6)三宅他(1981)による京都市の事例を参考にした。

なお，京都市はむしろ巨大都市と考えられるが，

東京一点集中によって地方中核都市と東京以外

の巨大都市との類似性が増大しているとみられ

るので，他に適当な事例がないこともあって，参

考事例とした。

7)一般に，地方議員は，自治体の人口規模が大きく

なるほど，専業化する(黒田{也， 1984: 42-45 ; 

村松他， 1986: 70一75)。

8) Dahl (1961 : ch.17)の提示したニューへプンにお

けるリー市長の権力が，これに相当する。

9) この節は，小山 (1985:第6章)，遠藤(1985:第

4章)，都丸他 (1987)による豊田市の事例に基づ

くo

10)蓮見 (1983)による福山市の事例に示唆を受けた。

11) Clark (1975: 279-280)， Friedland & Palmer 

(1984 : 401-413)も，地元企業の方が，進出企

業より積極的に地域政治に参加し，権力をもっと

している。

12)古城 (1977:第4章)の川口市の事例を参考にし

た。

13)守屋他 (1984:第2部)における上尾市の事例を

参照した。また，地方自治研究資料センター

(1982)及び加藤(1985)に依拠した部分もある。

14)佐藤 (1985)のむつ市の事例に基づく。なお，地

方自治研究資料センター (1982)における都市化

度 I群の都市(石岡，熊谷，本庄，茂原)もこの

類型に属すると思われる。

15)安東 (1986，第2章)によるところが大きし〉。

16) S市調査の詳細については，河村他(1986)を参

照。

17) この算出法については，河村他(1986:21-23) 

及び本稿と同時に掲栽される迫田他(1987: 73) 

を参照。本稿では百分比化以前のデータを用いた。

18)声価スコアが最高値の 5割以上の者をトップ層

とみなすことについては，迫田(1987)による。

19)現在では， 15伎の代議士が代わって知事の座につ

いている。
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20) Y町調査の詳細については，高橋他 (1987)及び

迫田他(1987)を参照。

21) Y町においても， S市と同様に，政治的有力者の

関係している企業について，取引関係，資本提携，

役員兼任に関する調査を実施したが，企業問には

ほとんど関係がみられなかった。

22)政治的有力者の関係している企業のうち，建設業

は全てが，卸小売・サービス業でも16社中11社

(69%)が行政(国，県，町)と取引関係を有し

ている。
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